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１ 人口ビジョン（改訂版）の概要 

（１）改定の趣旨

日本の人口は、平成 20（2008）年をピークとして人口減少局面に移行しています。このまま人

口が急速に減少した場合、経済規模の縮小や生活水準の低下を招き、究極的には国としての持続

性すら危うくなるとの危機感のもと、国は、平成 26（2014）年に、日本の人口の現状と将来の姿

を示し、人口減少をめぐる問題に関する国民の認識の共有を目指すとともに、今後、目指すべき将

来の方向を提示することを目的として、長期ビジョンが策定されました。 

その後の国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計では、全国の総人口は

当時より減少のスピードがやや遅くなっているものの、決して危機的な状況が変わったわけでは

ありません。また、全国の市区町村の 94.4％にあたる 1,588 市区町村では、令和 27（2045）

年の総人口が平成 27（2015）年より下回り、このうち 334 市区町村では、平成 27（2015）年

に比べて総人口が半分を下回ると推計されています。 

白石市（以下「本市」という。）においても、国の長期ビジョンを踏まえ、平成 27（2015）年 10

月に「白石市人口ビジョン」を策定していますが、策定当初に推計の基とした社人研が平成 30

（2018）年３月に新たな人口推計を行っており、その推計における考え方などを勘案するととも

に、その後の本市の人口の動向を踏まえ、「人口ビジョン」の改訂を行うものです。 

（２）位置付け・役割

「人口ビジョン（改訂版）」は、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を踏まえ、本市の

長期的な人口の将来展望を明らかにするとともに、その実現に向けて本市が取り組むべき施策の

方向性を提示するもので、まち・ひと・しごと創生法に基づき本市が策定する「第 2 期総合戦略」

（以下「総合戦略」という。）に掲げる政策を企画立案するうえでの重要な基礎資料となるものです。 
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２ 人口の推移 

（１）年齢別人口

年齢別人口（人口ピラミッド）は、第 1次ベビーブームに生まれた団塊の世代の層が厚くなってい

ます。第二次ベビーブームに生まれた団塊ジュニア世代の層は、全国と比較するとそれほど厚くなっ

ていません。

（白石市） 

（全国） 

出典：国勢調査（平成 27年） 
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（２）総人口・年齢３区分別人口の推移

総人口の推移をみると、昭和 60（1985）年をピークに減少傾向となり、平成 27（2015）年

には35,272人と 30年間で6,990人（16.5％）減少しています。 

年齢３区分別にみると、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口が増加しており、少子高齢

化が急速に進行しています。 

■年齢３区分別人口の推移 

※年齢不詳がいるため、各区分の合計と市全体の数値が一致しない場合がある。 

出典：国勢調査 

■年齢３区分別人口割合の推移 

※年齢不詳がいるため、各区分の合計と市全体の数値が一致しない場合がある。 

出典：国勢調査 
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（３）地区別・年齢３区分別人口の推移

地区別・年齢3区分別人口の推移は、次のとおりです。 

【白石地区】 

■年齢３区分別人口の推移                     ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  

【越河地区】 

■人口・世帯数の推移                       ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  

【斎川地区】 

■人口・世帯数の推移                       ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  
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【大平地区】 

■人口・世帯数の推移                       ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  

【大鷹沢地区】 

■人口・世帯数の推移                       ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  

【白川地区】 

■人口・世帯数の推移                       ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  
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【福岡地区】 

■人口・世帯数の推移                       ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

※H20までは深谷地区分も含む                        出典：住民基本台帳人口  

【深谷地区】 

■人口・世帯数の推移                         ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  

【小原地区】 

■人口・世帯数の推移                         ■年齢３区分別人口割合（2018 年） 

出典：住民基本台帳人口  
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３ 人口動態 

（１）自然動態

① 出生・死亡 

自然動態は、出生数が減少傾向、死亡数が横ばいとなっており、年々マイナス幅が大きくなって

きています。 

■出生数・死亡数の推移 

※平成 24年以前は各年 4月 1日から翌年 3月 31日、平成 25年以降は各年 1月 1日から 12月 31 日 

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

② 合計特殊出生率 

合計特殊出生率は、減少傾向にあり、近年は県全体と同水準となってきています。 

■合計特殊出生率の推移 

出典：人口動態統計特殊報告 
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③ 平均寿命 

平均寿命は、延伸してきています。平成 27（2015）年時点では県全体よりやや低くなって

います。 

■平均寿命の推移 

【男 性】                    【女 性】 

出典：データからみたみやぎの健康（市町村別生命表） 

（２）社会動態

① 転入・転出 

社会動態は、転入数、転出数とも減少傾向がみられ、マイナス100～250人程度で推移して

います。 

■転入数・転出数の推移 

※平成 24年以前は各年 4月 1日から翌年 3月 31日、平成 25年以降は各年 1月 1日から 12月 31 日 

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 
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② 転入元・転出先 

平成 30（2018）年度の人口移動における転入元、転出先をみると、県内では、転入・転出と

もに仙台市が最も多く、仙台市、大河原町で転出超過が大きくなっています。県外では、転入、

転出とも福島県が最も多く、東京都、福島県で転出超過が大きくなっています。 

■近隣市町村（県内）への人口移動の状況（H30） 

■県外への人口移動の状況（H30） 
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４ 将来人口推計 

（１）自然体推計

① 市全体 

国立社会保障・人口問題研究所が平成30（2018）年 3月に推計した際の仮定値を使用（以

下「社人研推計準拠」という。）推計した結果、平成 27（2015）年に 35,272 人であった総人

口は、20 年後の令和 22（2040）年で 23,328 人、40 年後の令和 42（2060）年には

13,899 人まで減少すると推計されます。 

高齢化も進み、令和42（2060）年には 65歳以上人口の割合（高齢化率）が56.6%まで上

昇すると見込まれます。 

■本市の将来人口推計（社人研推計準拠） 

※H27(2015)は、年齢不詳がいるため、各年齢の合計が総数と合わない。 

※四捨五入の関係で、表示上の数値の合計が 100％にならない場合がある。 

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 35,272 33,077 30,748 28,366 25,909 23,328 20,709 18,260 15,997 13,899

0 14歳 3,872 3,339 2,820 2,441 2,068 1,737 1,459 1,234 1,044 879

15 64歳 20,006 17,785 15,815 14,024 12,429 10,580 8,778 7,245 6,040 5,159

65歳以上 11,200 11,953 12,113 11,901 11,412 11,011 10,472 9,781 8,913 7,861

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000
（人）

11.0% 10.1% 9.2% 8.6% 8.0% 7.4% 7.0% 6.8% 6.5% 6.3%

57.0% 53.8% 51.4% 49.4% 48.0% 45.4% 42.4% 39.7% 37.8% 37.1%

31.9% 36.1% 39.4% 42.0% 44.0% 47.2% 50.6% 53.6% 55.7% 56.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）
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② 地区別推計 

社人研推計準拠による地区別将来推計人口の結果は、次のとおりです。なお、推計に用いた

仮定値は市全域のものを使用しています。 

【白石地区東】 

【白石地区西】

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 11,049 10,620 10,091 9,482 8,819 8,113 7,381 6,651 5,932 5,213

0 14歳 1,568 1,369 1,116 922 789 666 559 474 405 343

15 64歳 6,682 6,254 5,795 5,293 4,696 4,010 3,344 2,770 2,315 2,010

65歳以上 2,676 2,996 3,179 3,267 3,334 3,438 3,478 3,407 3,212 2,860

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（人）

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 6,649 6,154 5,655 5,168 4,685 4,193 3,722 3,285 2,876 2,494

0 14歳 672 584 505 446 375 312 263 221 187 158

15 64歳 3,535 3,182 2,844 2,521 2,233 1,888 1,532 1,288 1,066 912

65歳以上 2,412 2,388 2,307 2,201 2,076 1,993 1,927 1,776 1,624 1,425

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
（人）（人）

※H27(2015)は、年齢不詳がいるため、また、他の年についても四捨五入の関係で、各年齢の合計が総数と合わない場合

がある。（以下、各地区においても同様）
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【越河地区】 

【斎川地区】 

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 1,526 1,401 1,271 1,151 1,030 907 783 670 577 495

0 14歳 134 111 101 87 74 62 52 45 38 32

15 64歳 797 680 563 499 437 369 309 238 208 178

65歳以上 594 611 608 565 519 475 422 387 331 285

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800
（人）（人）

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 1,004 925 842 764 682 595 503 422 354 294

0 14歳 58 51 52 45 36 31 25 20 16 14

15 64歳 577 456 373 317 265 216 186 145 118 93

65歳以上 369 418 417 402 381 349 292 258 220 187

0

200

400

600

800

1,000

1,200
（人）（人）
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【大平地区】 

【大鷹沢地区】 

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 2,682 2,554 2,405 2,240 2,059 1,858 1,647 1,449 1,262 1,097

0 14歳 299 268 224 190 159 133 112 95 80 68

15 64歳 1,622 1,413 1,268 1,097 993 833 697 563 464 399

65歳以上 753 873 913 952 907 892 838 792 718 631

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（人）（人）

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 2,341 2,151 1,956 1,758 1,570 1,376 1,185 1,017 874 748

0 14歳 202 163 130 129 107 89 76 65 54 44

15 64歳 1,229 1,034 881 750 663 554 459 382 327 280

65歳以上 908 954 945 879 800 732 649 570 493 424

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
（人）（人）
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【白川地区】 

【福岡地区】 

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 1,625 1,511 1,397 1,275 1,145 1,008 870 752 651 565

0 14歳 143 129 114 102 84 68 57 49 43 36

15 64歳 898 734 637 555 509 436 347 273 229 200

65歳以上 584 649 645 619 552 503 465 430 379 329

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800
（人）（人）

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 5,884 5,490 5,086 4,682 4,270 3,834 3,387 2,965 2,581 2,234

0 14歳 598 503 435 389 332 281 237 200 167 140

15 64歳 3,354 2,950 2,568 2,235 1,975 1,700 1,418 1,189 995 822

65歳以上 1,917 2,037 2,083 2,058 1,963 1,853 1,733 1,577 1,419 1,273

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
（人）（人）
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【深谷地区】 

【小原地区】 

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 1,684 1,542 1,407 1,286 1,164 1,034 896 773 666 575

0 14歳 158 133 118 101 87 73 61 51 43 37

15 64歳 920 775 654 569 504 440 374 303 244 203

65歳以上 596 633 635 616 573 521 462 418 379 335

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800
（人）（人）

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

総数 828 729 640 559 484 410 336 274 225 184

0 14歳 40 28 26 30 25 21 18 15 12 10

15 64歳 392 306 234 187 153 134 112 93 75 62

65歳以上 391 395 381 342 306 255 207 167 138 113

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900
（人）
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（２）人口推計シミュレーション

戦略的な政策の推進など、出生率や移動率が上昇した場合の人口推計シミュレーションについ

て、自然体推計（①社人研推計準拠）のほかに、以下の３パターン（②～④）で行いました。 

①社人研推計準拠 ※社人研H30.3 推計の仮定値 

②出生率上昇 
合計特殊出生率 

2020年：1.36 2025 年：1.48 2030 年：1.60 
2035 年：1.80 2040 年：2.10 

純移動率 社人研 2018年 3 月推計の仮定値 

③移動率ゼロ 合計特殊出生率 社人研 2018 年 3 月推計の仮定値 

純移動率 全世代の移動率をゼロ（移動均衡） 

④出生率上昇＋移動率

改善 
合計特殊出生率 

2020年：1.36 2025 年：1.48 2030 年：1.60 
2035 年：1.80 2040 年：2.10 

純移動率 
10年後に20～39歳の移動率を社人研2018年 3月
推計の仮定値の 1/2とする。（減少幅を抑制） 

① 総人口 

全４パターンのシミュレーションの結果は以下のとおりです。 

令和42（2060）年の総人口は、①社人研推計準拠の 13,899人に対し、②出生率上昇の場

合で 15,455人（＋1,556人）、③移動率ゼロの場合で20,221人（＋6,322人）、④出生率

上昇＋移動率改善で 18,076人（＋4,177人）となっています。 

23,328

13,899

35,272

24,153

15,455

35,272

26,967

20,221

25,382

18,076

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H27
(2015)

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

R37
(2055)

R42
(2060)

①社人研推計準拠
②出生率上昇
③移動率ゼロ
④出生率上昇＋移動率改善

（人）

H27
(2015)

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

R37
(2055)

R42
(2060)

①社人研推計準拠 35,272 33,076 30,749 28,365 25,909 23,328 20,709 18,259 15,997 13,899
②出生率上昇 35,272 33,113 30,899 28,675 26,439 24,153 21,776 19,526 17,427 15,455
③移動率ゼロ 35,272 33,764 32,154 30,507 28,793 26,967 25,163 23,418 21,773 20,221
④出生率上昇＋移動率改善 35,272 33,113 31,082 29,206 27,310 25,382 23,370 21,480 19,724 18,076

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
(2045)

R32
（2050）

R37
（2055）

R42
（2060）

①社人研推計準拠 35,272 33,077 30,748 28,366 25,909 23,328 20,709 18,260 15,997 13,899
②出生率上昇 35,272 33,113 30,899 28,675 26,439 24,153 21,776 19,526 17,427 15,455
③移動率ゼロ 35,272 33,764 32,154 30,507 28,793 26,967 25,163 23,418 21,773 20,221
④出生率上昇+移動率改善 35,272 33,113 31,082 29,206 27,310 25,382 23,370 21,480 19,724 18,076
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② 年齢 3区分別人口 

各パターンのシミュレーションによる推計結果を年齢3区分別にみると、令和42（2060）年

の高齢化率は、①社人研推計準拠の56.6％に対し、③の移動率ゼロの場合で40.2％まで上昇

を抑制しています。 

また、年少人口割合は、④出生率上昇＋移動率改善の場合が最も高く、12.5％まで上昇する

と推計されます。 

※2015は、年齢不詳がいるため、また、他の年についても四捨五入の関係で、各年齢の合計が100％にならない場合がある。 

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
0-14歳 11.0% 10.1% 9.2% 8.6% 8.0% 7.4% 7.0% 6.8% 6.5% 6.3%
15-64歳 56.7% 53.8% 51.4% 49.4% 48.0% 45.4% 42.4% 39.7% 37.8% 37.1%
65歳以上 31.8% 36.1% 39.4% 42.0% 44.0% 47.2% 50.6% 53.6% 55.7% 56.6%
0-14歳 11.0% 10.2% 9.6% 9.6% 9.7% 10.0% 10.4% 10.7% 10.6% 10.7%
15-64歳 56.7% 53.7% 51.2% 48.9% 47.1% 44.4% 41.5% 39.2% 38.2% 38.4%
65歳以上 31.8% 36.1% 39.2% 41.5% 43.2% 45.6% 48.1% 50.1% 51.1% 50.9%
0-14歳 11.0% 10.0% 9.2% 9.1% 9.0% 9.1% 9.2% 9.2% 9.1% 8.8%
15-64歳 56.7% 54.8% 53.4% 52.3% 51.8% 50.7% 49.8% 49.6% 50.0% 51.0%
65歳以上 31.8% 35.2% 37.4% 38.6% 39.1% 40.2% 40.9% 41.2% 40.9% 40.2%
0-14歳 11.0% 10.2% 9.6% 9.7% 10.0% 10.7% 11.4% 12.1% 12.2% 12.5%
15-64歳 56.7% 53.7% 51.4% 49.6% 48.2% 45.9% 43.7% 42.4% 42.5% 43.8%
65歳以上 31.8% 36.1% 39.0% 40.7% 41.8% 43.4% 44.8% 45.5% 45.2% 43.8%

①社人研推計準拠

②出生率上昇

③移動率ゼロ

④出生率上昇
＋移動率改善
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（３）シミュレーション分析

① 合計特殊出生率の上昇による効果 

合計特殊出生率が令和22（2040）年までに段階的に2.1 まで上昇した場合、令和42

（2060）年の 0-4歳人口は496人（1歳あたり99人）となり、社人研推計準拠の243人（1

歳あたり49人）と比べて253人（1歳あたり50人）増加する効果があると見込まれます。 

■合計特殊出生率が 2040 年までに段階的に 2.1 まで上昇した場合の 0-4 歳人口 

② 移動均衡（移動率ゼロ）による効果 

すべての年代において、移動均衡（転入－転出＝ゼロ）となった場合、令和42（2060）年に

は、331人（1 年あたり66人）の社会減（転出超過）が抑制される効果があると見込まれます。 

■全世代で移動率ゼロとした場合の社会増減数 

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
0-4歳 931 799 677 568 477 408 345 288 243
1歳区分 186 160 135 114 95 82 69 58 49
0-4歳 967 912 834 787 785 688 610 547 496
1歳区分 193 182 167 157 157 138 122 109 99
0-4歳 36 113 157 219 308 280 265 259 253
1歳区分 7 22 31 43 62 56 53 51 50

①社人研推計準拠

②出生率上昇

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
社会増減 -620 -600 -573 -529 -486 -507 -436 -380 -331

（1年あたり） -124 -120 -115 -106 -97 -101 -87 -76 -66
社会増減 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（1年あたり） 0 0 0 0 0 0 0 0 0
社会増減 620 600 573 529 486 507 436 380 331

（1年あたり） 124 120 115 106 97 101 87 76 66

①社人研推計準拠

③移動率ゼロ

比較（③-①）

20



③ 合計特殊出生率上昇＋移動率改善による効果 

合計特殊出生率が令和２２（2040）年までに段階的に2.1 まで上昇し、さらに 10年後までに

若者（20～39 歳）のマイナス移動率が社人研準拠推計の 1/2 まで改善された場合、令和 42

（2060）年の 0-4 歳人口は、699 人（1 歳あたり 140 人）となり、社人研推計準拠と比べて

456人（1歳あたり91人）増加する効果があると見込まれます。 

また、若者（20～39 歳）人口は、社人研推計準拠では、令和 42（2060）年には 1,446 人ま

で減少すると推計されますが、出生率上昇及び若者の移動率改善により、2,753 人となり、

1,307人増加する効果があると見込まれます。 

■合計特殊出生率が上昇し、移動率が改善された場合の 0-4 歳人口 

■合計特殊出生率が上昇し、移動率が改善された場合の 20-39 歳人口 

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
0-4歳 931 799 677 568 477 408 345 288 243
1歳区分 186 160 135 114 95 82 69 58 49
0-4歳 967 929 886 879 926 859 802 747 699
1歳区分 193 186 177 176 185 172 160 149 140
0-4歳 36 130 209 311 449 451 457 459 456
1歳区分 7 26 42 62 90 90 91 91 91

①社人研推計準拠

④出生率上昇
＋移動率改善

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
5,366 4,444 3,775 3,254 2,833 2,396 2,013 1,718 1,446

（1歳区分） 268 222 189 163 142 120 101 86 72
5,366 4,610 4,228 3,909 3,628 3,265 2,935 2,793 2,753

（1歳区分） 268 230 211 195 181 163 147 140 138
0 166 453 655 795 869 922 1,075 1,307

（1歳区分） 0 8 22 32 39 43 46 54 66

①社人研推計準拠

④出生率上昇
＋移動率改善

比較（④-①）
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（４）将来人口の展望

将来人口は、社人研による推計で２０年後の令和２２（２０４０）年に 23,328 人、40 年後の令

和４２（２０６０）年に 13,899 人と推計されていますが、人口減少に対する政策誘導などにより

上昇を見込み、令和２２（２０４０）年に 25,382 人、令和４２（２０６０）年に 18,076 人を今後の

展望とします。 

■総人口及び年齢 3区分別人口の将来展望 

■年齢 3区分別人口割合の将来展望 

※2015は、年齢不詳がいるため、また、他の年についても四捨五入の関係で、各年齢の合計が100％にならない場合がある。
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（人）

11.0% 10.2% 9.6% 9.7% 10.0% 10.7% 11.4% 12.1% 12.2% 12.5%

56.7% 53.7% 51.4% 49.6% 48.2% 45.9% 43.7% 42.4% 42.5% 43.8%

31.8% 36.1% 39.0% 40.7% 41.8% 43.4% 44.8% 45.5% 45.2% 43.8%
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※2015は、年齢不詳がいるため、また、他の年についても四捨五入の関係で、区分別人口の合計が総人口と合わない場合がある。
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第２編  

第２期総合戦略
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１ 総合戦略策定の趣旨等 

（１）策定の趣旨 

国は、出生率の低下によって引き起こされる人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏へ

の人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力

ある日本社会を維持することを目的として、平成 26（2014）年９月に制定されたまち・ひと・しご

と創生法に基づき、５カ年の目標や施策の基本的方向などをまとめた「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を同年 12月に策定しました。 

本市においても、国のこうした枠組やまち・ひと・しごと創生法の趣旨を踏まえ、少子高齢化と人

口減少という危機感を共有しながら、平成 27（2015）年度を初年度とする「白石市総合戦略」を

策定し、戦略に基づく施策・事業を推進してきました。 

この間、価値観の多様化や情報通信技術の発達、起業、副業・兼業への動き、さらには新型コロ

ナウイルス感染予防の観点などからテレワークが普及し、地方での暮らしやサテライトオフィス設置

への動きもみられるなど、社会情勢も大きく変化しています。 

こうした背景のもと、この５年間で進められてきた施策の検証を行い、優先順位も見極めながら、

「継続は力なり」という姿勢を基本にし、地方創生の目指すべき将来や今後５カ年の目標及び施策

の方向性などを策定するとともに、関係機関・団体などとの連携をより一層強化し、地方創生の動

きをさらに加速させていくため、「総合戦略」を策定します。 

（２）位置付け・役割 

「総合戦略」は、まち・ひと・しごと創生法第 10 条に基づく「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦

略」に位置付けられます。 

国が定める「第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略」の方向性を踏まえ、また、市政の最上位計

画であり、令和３（2021）年度を初年度とする「第六次白石市総合計画」との整合性を図りつつ、

今後５年間の基本目標及び施策の方向性、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を示すものです。 

（３）５か年戦略の策定 

「総合戦略」は、「人口ビジョン（改訂版）」が示す人口の将来展望を踏まえ、令和３（2021）年を初年

度とし、令和７（2025）年度を目標年次とする今後５カ年の戦略として策定します。
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２ 国の第２期総合戦略の基本的な考え方 

（１）国が定める４つの「基本目標」と「横断的な目標」 

国は、第 2期総合戦略において、将来にわたって「活力ある地域社会」の実現と、「東京圏への一

極集中」の是正を共に目指すため、「第 1期総合戦略」の政策体系を見直し、次の４つの基本目標と

２つの横断的な目標のもとに取り組むこととしています。 

【基本目標１】稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

・地域の特性に応じた、生産性が高く、稼ぐ地域の実現 

・安心して働ける環境の実現 

【基本目標２】地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

・地方への移住・定住の推進 

・地方とのつながりの構築 

【基本目標３】結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

・結婚・出産・子育てしやすい環境の整備 

【基本目標４】ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

・活力を生み、安心な生活を実現する環境の確保 

【横断的な目標１】 多様な人材の活躍を推進する 

・多様なひとびとの活躍による地方創生の推進 

・誰もが活躍する地域社会の推進 

【横断的な目標２】 新しい時代の流れを力にする 

・地域におけるＳｏｃｉｅｔｙ5.0 の推進 

・地方創生ＳＤＧｓの実現などの持続可能なまちづくり 
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（４）「まち・ひと・しごと創生」政策５原則 

人口減少の克服と地方創生を確実に実現するため、以下の 5 つの政策原則に基づき、関連する

施策を展開する必要があります。 

1 自立性 

地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるような施策に取り組む。 

２ 将来性 

施策が一過性の対処療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積極的に

取り組む。 

３ 地域性 

地域の強みや魅力を活かし、その地域の実態に合った施策を、自主的かつ主体的に

取り組む。 

４ 総合性 

施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との連携を

進めるなど、総合的な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時間の中で最大限

の成果を上げるため、直接的に支援する施策に取り組む。 

５ 結果重視 

施策の結果を重視するため、明確な ＰＤＣＡ メカニズムの下に、客観的データに基づ

く現状分析や将来予測等により短期・中期の具体的な数値目標を設定した上で施策に

取り組む。その後、政策効果を客観的な指標により評価し、必要な改善を行う。 
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３ 「総合戦略」策定にかかる基本的な考え方 

（１）第六次白石市総合計画や既存計画などとの整合性に配慮 

「総合戦略」は、本市の最上位計画である令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度までを

計画期間とする「第六次白石市総合計画」と計画開始期を同一のものとし、「白石市子ども・子育て

支援事業計画」など、関連する既存計画及びその検証結果などと整合性を図るものとします。 

（２）市民等との協働推進 

「総合戦略」の策定及び地方創生を効率的・効果的に推進していくため、市民代表をはじめ、学識

経験者・産業界・行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メディアなどで構成する「白石市まち・

ひと・しごと創生戦略会議」と連携するとともに、パブリックコメントの実施など、広く関係者の意

見を採り入れ、市民と行政の協働により「総合戦略」づくりを推進します。 

（３）成果指標と効果検証 

「総合戦略」では、戦略に盛り込む政策分野ごとに基本目標を設定し、具体的な施策を記載する

ものとし、併せて、客観的な「重要業績評価指標」（ＫＰＩ）を設定するものとします。 

また、「総合戦略」の進捗状況を、基本目標に係る数値目標や具体的な施策に係る「重要業績評

価指標」の達成度により検証し改善する仕組みを構築して、計画・実行・評価・改善というＰＤＣＡサ

イクルを確立し、効果的な戦略を策定し着実に実施するとともに、実施した施策・事業の効果を検

証し、必要に応じて「総合戦略」を見直すこととします。 
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４ 総合戦略の基本的な方向性 

（１）「第六次総合計画」における重点戦略テーマと３つの柱 

「第六次白石市総合計画では、人口減少・少子高齢化社会であっても本市が、持続可能なまちで

あり続けるために、市民一人ひとりがその個性や能力を発揮しながら、地域づくりの担い手として

活躍するとともに、新たな視点で様々な地域資源・魅力を発見し、育て、高めあうことで、新しい価

値を創造し、まちへの誇りと愛着を持って暮らしていくことができるまちづくりを推進するとし、3

つの柱と重点戦略、分野目標を位置付けています。 

「総合戦略」においても、「第六次白石市総合計画」を踏まえて、基本目標及び施策を講ずるもの

とします。 

■「第六次白石市総合計画」におけるまちづくりの基本的視点と重点戦略の体系 

目指す将来像 人と地域が輝き、ともに新しい価値を創造するまち しろいし

３つの柱 重点戦略 分野目標 

ひとづくり 

■次代を担う子ども輝き戦略 

■住民主体の地域づくり戦略 

■まちの魅力づくり戦略 

■輝く未来地図戦略 

（１）人・文化を育む 

（２）みんなで地域づくりを進める 

地域力の向上 

（３）暮らしをともに支え合う 

（４）安全・安心を守る 

新しい価値の

創造 

（５）活力・賑わいを創る 

（６）まちの未来を描く 
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（２）４つの「基本目標」 

国の「第 2 期総合戦略」が掲げる４つの「基本目標」を受け、また、「人口ビジョン（改訂版）」を踏

まえ、本市の人口減少に歯止めを掛け、「第六次白石市総合計画」において本市の目指すべき将来

像として掲げた「人と地域が輝き、ともに新しい価値を創造するまち しろいし」を体現するため、

基本目標を次のとおり定め、施策を推進します。 

■基本目標と施策の方向性 

基本目標 施策の方向性 

【基本目標１】 

魅力あふれるしごとと賑わいを創る 

～稼ぐ地域をつくるとともに、安心し

て働けるようにする～ 

（１）□□□□□□ 

（２）●●●●●● 

（３）◇◇◇◇◇◇ 

【基本目標２】 

人の流れをつくり、つながりを築く 

～地域とのつながりを築き、地域への

新しいひとの流れをつくる～ 

（１）□□□□□□ 

（２）●●●●●● 

（３）◇◇◇◇◇◇ 

【基本目標３】 

妊娠・出産・子育ての希望をかなえ、

子どもの輝きを育む 

～結婚・出産・子育ての希望をかなえ

る～ 

（１）□□□□□□ 

（２）●●●●●● 

（３）◇◇◇◇◇◇ 

【基本目標４】 

ともに支え合い、まちの未来を描く 

～ひとが集う、安心して暮らすことが

できる魅力的な地域をつくる～ 

（１）□□□□□□ 

（２）●●●●●● 

（３）◇◇◇◇◇◇ 
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５ 講ずべき施策に関する方向と具体的な施策 

基本目標１ 魅力あふれるしごとと賑わいを創る 

～稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする～

【数値目標】 

指標 基準値 目標値 

(参考) 

（１）□□□□□□ 

【施策の方向】 

【具体的施策】 

① □□□□

主な実施事業 担当課 

〇〇事業  

△△事業  

② □□□□

主な実施事業 担当課 

〇〇事業  

△△事業  

【重要業績評価指標（KPI）】 

指 標 基準値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

イメージ図 

以下、基本目標４まで掲載予定 
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